
厚木市住みよいまちづくり条例に基づく
南部産業拠点(酒井地区)の

都市計画変更素案に関する説明会

令和４年１月20日
厚木市

資料１



はじめに

■本日の説明会の趣旨

厚木市では、都市計画の決定や変更の案を作成
する際に、説明会を開催し、皆様からご質問や
ご意見をいただいております。
(厚木市住みよいまちづくり条例 第19条及び第21条)

本日は、南部産業拠点(酒井地区)の都市計画
変更素案について説明させていただきますので、
ご意見やご質問をお聞かせください。
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本日の説明内容

１ 地区の概要

２ 都市計画変更の概要

３ 用途地域の変更

４ 土地区画整理事業の変更

５ 地区計画の変更

６ 今後の都市計画手続の予定
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位置図の
対象範囲

・愛甲石田駅から東に約1.2ｋｍ

・３つのインターチェンジに近接

・区域内及び隣接地に３つの都市

計画道路が整備中

・国道129号に接道

・現在、土地区画整理事業を施行中

（組合施行）

１ 地区の概要

■地区の位置

愛甲石田駅 厚木西ＩＣ

新東名高速道路

東名高速道路

南部産業拠点(酒井地区)

酒井

下津古久

愛甲

3・4・20酒井下津古久線

厚木市

岡田

戸田

相川公民館
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■都市計画に関する経緯
１ 地区の概要

平成28年11月
神奈川県の「第７回線引き見直し」において、
当地区周辺（南部産業拠点）を工業系の「一般
保留」（※）に設定

(※)「一般保留」・・・市街化調整区域内に設定し、市街化区域への編入を保留する制度の一つで、
土地区画整理事業等による計画的な市街地整備が確実になった時点で、随時、
市街化区域に編入しようとするもの。 4

土地区画整理事業の実施

令和元年９月
市街化区域へ編入するとともに、関連する都市
計画を決定・変更

令和元年９月 厚木市酒井土地区画整理組合の設立認可



■酒井土地区画整理事業の概要

・完成イメージ

１ 地区の概要

施行地区 厚木市酒井、下津古久、愛甲及び愛甲東三丁目の

各一部

施行面積 約27.6ha

施行期間 令和元年度～令和７年度

施行者 厚木市酒井土地区画整理組合

事業目的 南部産業拠点における先行的な開発地区として、新たな産業機
能の立地集積を誘導し、広域交通の結節点に相応しい拠点の形
成を図るとともに、将来を見据えたまちづくりを展開する。

5・現在の状況写真(令和３年12月撮影)



本日の説明内容

１ 地区の概要

２ 都市計画変更の概要

３ 用途地域の変更

４ 土地区画整理事業の変更

５ 地区計画の変更

６ 今後の都市計画手続の予定
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■本地区に関する都市計画(令和元年９月13日告示)
２ 都市計画変更の概要

１ 区域区分 市街化区域に編入（約27.7ha）

7

２ 用途地域
工業専用地域【暫定用途】

(容積率200％、建ぺい率60％)

３ 土地区画整理事業
「厚木市酒井土地区画整理事業」の
決定

４ 都市計画道路
３・４・12号 酒井長谷線の変更
３・４・20号 酒井下津古久線の追加

５ 都市計画下水道 排水区域の変更

６ 地区計画
「南部産業拠点(酒井地区)地区計画」の
決定【方針のみ】

都市計画の種類 決定または変更の概要



■本地区に関する都市計画
２ 都市計画変更の概要

都市計画の種類

１ 区域区分

２ 用途地域

３ 土地区画整理事業

４ 都市計画道路

５ 都市計画下水道

６ 地区計画

土地区画整理事業の進捗に伴い、
具体的な土地利用計画が明らかと
なりました。

地区の特性に応じた適正な土地
利用を図るため、
「用途地域」
「土地区画整理事業」
「地区計画」を変更します。
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本日の説明内容

１ 地区の概要

２ 都市計画変更の概要

３ 用途地域の変更

４ 土地区画整理事業の変更

５ 地区計画の変更

６ 今後の都市計画手続の予定
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■用途地域とは
住居、商業、工業など用途を適正に配分して、住居の環境
の保護や、商業・工業などの利便増進を図る制度です。

※田園住居地域は
2018年に新設

３ 用途地域の変更

10
（出典：国土交通省ＨＰから抜粋）



■今回変更を予定している現在の用途地域
３ 用途地域の変更
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現在の用途地域
第一種住居地域

第二種住居地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

都市計画道路

凡　例

市街化調整区域

市街化調整区域

工業専用地域

200％・60％
（容積・建ぺい率）

【地区全体】
工業専用地域
約 ２７．７ ｈａ
（暫定用途）

容積率 ２００％
建ぺい率 ６０％



３ 用途地域の変更
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変更後の用途地域
第一種住居地域

第二種住居地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

都市計画道路

凡　例

■今回予定している変更後の用途地域

市街化調整区域

市街化調整区域

工業地域・準工業地域

200％・60％
（容積・建ぺい率）

【産業系地区】
約 ２４．７ ｈａ

工業地としての土地利用を図る「産

業系地区」を工業地域に変更し
ます。

容積率 ２００％
建ぺい率 ６０％

【非産業系地区】
約 ３．０ ｈａ

既存住宅や農地を集約するなどの
土地利用を図る「非産業系地区」を

準工業地域に変更します。
容積率 ２００％（※）
建ぺい率 ６０％（※）

※別途、地区計画で制限を設けます



本日の説明内容

１ 酒井地区の概要

２ 都市計画変更の概要

３ 用途地域の変更

４ 土地区画整理事業の変更

５ 地区計画の変更
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６ 今後の都市計画手続の予定



名称 厚木市酒井土地区画整理事業

面積 約 27.6ｈａ

公
共
施
設
の
配
置

道路

種別 名称
これらについては、
別に都市計画において
定めるとおりとする。

幹線街路 ３・4・12号酒井⾧谷線

幹線街路 ３・４・20号酒井下津古久線

土地利用計画を考慮し、幅員4.5m～9.5ｍの区画街路を適正に配置する。

公園及び
緑地

公園については、施行地区の面積の３％（約8,300㎡）以上を確保し、土地
利用計画、誘致距離を考慮し、適切な規模の街区公園を配置する。

その他の
公共施設

雨水排水については、公共下水道（雨水）幹線を通り、並木川、笠張川を
経て、金目川水系渋田川に放流する。なお、本地区の雨水流出抑制施設として、
土地利用計画と排水流域を考慮し、適切な規模の調整池を整備する。
汚水については、公共下水道（汚水）幹線、流域下水道幹線を経て、相模川

流域下水道右岸処理場で処理する。

宅地の整備
広域交通の結節点に相応しい拠点の形成を図るため、適切な規模の産業系施

設用地（産業・業務施設用地）を適宜配置する。
また、住宅用地については、地区北側に隣接する既存集落との連担性を考慮

し、既存住宅を適切に集約する。

４ 土地区画整理事業の変更

■計画書（変更後） 【変更前】➡【変更後】
5.0ｍ～ 4.5ｍ～
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凡例

都市計画道路

区画道路（地区施設）

区画道路

特殊道路

公園

４ 土地区画整理事業の変更

15

■概要図

産業系地区Ａ

産業系地区Ｂ

非産業系地区

区画道路幅員
【変更前】 【変更後】
5.0ｍ ➡ 4.5ｍ



本日の説明内容

１ 酒井地区の概要

２ 都市計画変更の概要

３ 用途地域の変更

４ 土地区画整理事業の変更

５ 地区計画の変更
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６ 今後の都市計画手続の予定



５ 地区計画の変更

地
区
計
画

地区計画の方針

まちづくりの全体構想
・地区計画の目標
・土地利用の方針

・・・・・など

地区整備計画

まちづくりの
具体的な内容

・道路、公園などの配置
・建物の建て方や街並みの
ルール（用途、高さ、壁面の
位置など）

■地区計画とは

決定済み（令和元年）

今回新たに定める
ものです。
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名称 南部産業拠点(酒井地区)地区計画

位置／面積 厚木市酒井、下津古久、愛甲及び愛甲東三丁目地内 ／ 約 27.６ｈａ

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針

地区計画の
目標

本地区は、小田急小田原線愛甲石田駅から東に約1.2kmに位置し、地区近隣には東名高速道路
及び新東名高速道路のインターチェンジが開設されており、また、地区の南側約2.0kmの地点には
県央都市圏域の南のゲートである環境共生モデル都市ツインシティが計画されている。
このように本地区周辺は、交通利便性の非常に高い地域となっていることから、厚木市都市マ
スタープランにおいて産業機能の集積を目的とした本市の新たな玄関口となる「南部産業拠点」に
位置付けられている。
本地区計画は、「南部産業拠点」の先行整備地区となる酒井地区において、建築物等を計画的に
誘導し、土地区画整理事業による整備効果の増進を図るとともに、地区周辺の住環境等に配慮した
市街地の形成を図ることを目標とする。

土地利用の
方針

本地区の土地利用は、周辺の住環境等に配慮しながら、地区の特性に応じて３つの地区に区分し、
適正な土地利用を誘導する。
１ 産業系地区Ａ
周辺の農地及び住環境に配慮しながら、研究開発、製造・流通業務関連施設を基調とした
土地利用を図る。
２ 産業系地区Ｂ
周辺の農地及び住環境に配慮しながら、一定規模の工場及び事業所を基調とした土地利用を図る。
３ 非産業系地区
既存住宅や農地を集約するなど、周辺の住環境に著しい影響を及ぼさない土地利用の誘導を図る。

地区施設の
整備の方針

土地区画整理事業により区画道路、公園を計画的に配置し、産業活動の活性化を図るとともに
区域内の雨水調整機能を確保するため、調整池を配置する。

建築物等の
整備の方針

土地利用の方針に基づく施設等を誘導するとともに適正に配置し、周辺の農地及び住環境に
配慮し、建築物の意匠は周囲との調和に努める。

緑化の方針
地区周辺の居住環境等と調和した緑豊かな潤いのある工業系産業地を目指し、敷地内の
積極的な緑化の推進を図るとともに、適切な維持・保全に努める。

５ 地区計画の変更

■地区計画の方針 ※決定済み（令和元年９月13日告示）
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５ 地区計画の変更

①地区施設の配置及び規模

(1) 道路 (2) 公園

■地区整備計画(案)の内容

19

②建築物等に関する事項

(1) 建築物の用途の制限

(2) 建築物の容積率・建ぺい率の最高限度

(3) 建築物の敷地面積の最低限度

(4) 壁面の位置の制限

(5) 建築物等の形態又は意匠の制限

(6) 建築物の高さの最高限度

(7) 垣又は柵の構造の制限



５ 地区計画の変更
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①地区施設の配置及び規模
次のとおり、区域内に区画道路及び公園を配置します。

区画道路
区画道路１号 幅員9.5ｍ 延長210ｍ
区画道路２号 幅員9.5ｍ 延長60ｍ

公園
第１号公園 面積 約2,000㎡
第２号公園 面積 約1,000㎡
第３号公園 面積 約5,300㎡

第１号公園

第２号公園

第３号公園

区画道路１号

区画道路２号



５ 地区計画の変更
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②建築物等に関する事項【地区の区分】
次のとおり、区域内の地区及び街区を区分します。

産業系地区Ｂ

Ａ－３

Ａ－１

Ａ－２

産業系地区Ａ

非産業系地区

Ａ－４

凡 例

地区の区分

街区の区分

面 積

産業系地区Ａ
Ａ－１ 約14.0ha

Ａ－２ 約0.8ha

Ａ－３ 約7.9ha

Ａ－４ 約0.4ha

Ａ－５ 約0.6ha

産業系地区Ｂ 約0.9ha

非産業系地区 約3.0ha

Ａ-５

(調整池)



５ 地区計画の変更

(１)建築物の用途の制限

•土地利用の方針に沿わない用途の建築物の立地を

規制するとともに、用途の混在による工場の操業環境
の悪化等を防ぐために、建築物等の用途の制限を設け
ます。趣

旨

22

制限なし 制限あり

②建築物等に関する事項



５ 地区計画の変更

23
※資料③の２頁では、産業系地区Ａは「建築してはならない」ものを記載していますが、本資料では
他地区との比較がしやすいよう、「建築できるもの」を例示しています。

Ａ－１

Ａ－３

Ａ－４Ａ－２

非産業系地区

Ａ－５

産業系地区Ｂ

(１)建築物の用途の制限
②建築物等に関する事項

<産業系地区Ａ>
建築できるもの(例)
・工場（次頁で規制する工場以外）
・事務所
・倉庫
・店舗（内容は各街区ごと）
・診療所・保育所（主に地区内従業
員用）

・・・など

産業系
地区 Ａ



５ 地区計画の変更

<産業系地区Ａ>
工場の中で建築できないもの（例）
・Ａ－１、Ａ－２
住環境に配慮し火薬類・可燃性ガ
ス等の製造を目的とした工場を規
制
・Ａ－３、Ａ－４、Ａ－５
Ａー１、Ａ－２街区の規制のほか、
環境を悪化させるおそれのある
アスファルト製造やセメント製造
などの工場も規制

24

Ａ－１

Ａ－３

Ａ－４Ａ－２

非産業系地区

Ａ－５

産業系地区Ｂ

(１)建築物の用途の制限
②建築物等に関する事項

産業系
地区 Ａ



５ 地区計画の変更

<産業系地区Ｂ>
建築できるもの(例)
・店舗 （500㎡以下)

・事務所(２階以下かつ1,500㎡以下)
・診療所
・保育所（主に地区内従業員用）
・自家用倉庫（1,500㎡以下）
・パン屋等食品製造業の工場

・・・など
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産業系地区Ｂ

産業系地区Ａ
Ａ－１

Ａ－３

Ａ－２

非産業系地区

Ａ－５

(１)建築物の用途の制限
②建築物等に関する事項

Ａ－４

北側に隣接する既存集落に配慮するため、産業系地区Ａよりも規制が厳しくなります



５ 地区計画の変更

<非産業系地区>
建築できるもの(例)
・住宅
・兼用住宅（喫茶店、理髪店等）
・診療所
・農産物直売所、農家レストラン
（500㎡以下）

・・・など

26

(１)建築物の用途の制限
②建築物等に関する事項

非産業系地区

産業系地区Ａ
Ａ－１

Ａ－３

Ａ－４

Ａ－２

Ａ－５

産業系地区Ｂ



５ 地区計画の変更

(２)建築物の容積率及び建ぺい率の最高限度

・非産業系地区において、土地利用の方針に基づき
既存住宅や農地などの移転先として良好な居住環境及
び営農環境の保全及び形成を図るため、厚木市用途

地域決定基準に基づき、第一種低層住居専用地域と

同等の容積率100％・建ぺい率50％とします。

27

趣

旨

②建築物等に関する事項

非産業系地区（準工業地域）
容積率100％・建ぺい率50％

・その他の地区は、用途地域(工業地域)に
基づく制限(容積率200％・建ぺい率60％）



５ 地区計画の変更

(３)建築物の敷地面積の最低限度

・敷地の細分化による市街地環境の悪化を防止し、

工業地としての効率的な土地利用を図るため、

産業系地区（A－１街区）において敷地面積の最低限度

（5,000㎡）とします。

28

趣

旨

②建築物等に関する事項

産業系地区Ａ－１街区のみ
敷地面積5,000㎡以上

産業系地区Ａ
Ａ－１

Ａ－３

Ａ－４
Ａ－２

Ａ－５



５ 地区計画の変更

(４) 壁面の位置の制限

・建築物による圧迫感を軽減し、良好な環境を整備する
とともにゆとりある街並みを創出するため、壁面の位置
の制限を設けます。

・都市計画道路など幅員の広い道路の沿道部分や、

市街化調整区域に接する部分、産業系地区と非産業系

地区が近接する部分などに制限を設けます。

道路

建築物
１．０ｍ以上
または
３．０ｍ以上

道
路
境
界
線

29

趣

旨

②建築物等に関する事項



５ 地区計画の変更

30

今後整備を進めていく道路に沿って、壁面の位置の制限を
適用します。（点線部分）

Ａ－３

Ａ－４
Ａ－２

Ａ－５

産業系地区Ｂ

非産業系地区

都市計画道路

区画道路（地区施設）

区画道路

特殊道路

凡例

壁面の位置の制限

道路の境界から3.0ｍ以上後退

道路等の境界から1.0ｍ以上後退

Ａ－３

Ａ－３

産業系地区Ａ

Ａ－１



５ 地区計画の変更

(５) 建築物等の形態又は意匠の制限

・周辺環境と調和した落ち着きある街並みを形成す
るため、厚木市景観計画を遵守し、地区周辺の農
地や住宅地との調和に配慮するとともに、美観・風
致等を良好に保つものとします。

・屋外広告物は、景観と調和するよう、位置、大きさ、
色彩、装飾等に配慮したものとします。
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②建築物等に関する事項

趣

旨



５ 地区計画の変更

(６)建築物の高さの最高限度

•周辺環境に配慮するため、次のとおり建築物の高さの制限を

設けます。

•産業系地区Ａ（Ａ－１街区のみ）

西側に隣接する農地に配慮し、道路斜線制限を設けます。

・産業系Ｂ地区

西側に隣接する農地と、北側の住環境へ配慮し

道路斜線制限と北側斜線制限を設けます。

•非産業系地区

地区内の良好な居住環境及び営農環境の保全または形成

するため絶対高さ制限を設けます。
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趣

旨

②建築物等に関する事項



５ 地区計画の変更
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(６) 建築物の高さの最高限度

用途地域 北側斜線 道路斜線

工業地域
（産業系地区Ａ・Ｂ）

規制なし
→《産業系地区Ｂ》
地区計画で規制

規制あり
→《産業系地区Ａ・Ｂの西側》
地区計画でさらに規制

準工業地域
（非産業系地区）

規制なし 規制あり

隣地との境界

斜線制限とは
道路や隣地の日当たりなどに配慮して、
建築物の各部分の高さを規制するルール
です。
建築基準法に基づき、用途地域ごとに指
定しています。
→今回、地区計画によって、一部箇所に
規制を加えます。

イメージ

工業地域・準工業地域の斜線制限（厚木市の場合）

一定の勾配で引いた斜線の範囲内に建築

道路

建築可能な
部分



５ 地区計画の変更

産業系地区Ａ-1街区
産業系地区Ｂ
【道路斜線制限】
建築物の高さは建築物の各部分から
都市計画道路本厚木下津古久線の
反対側の境界線までの水平距離に、
0.9を乗じて得たもの以下とする。
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Ａ－１

産業系地区Ｂ

産業系地区Ａ

(６)建築物の高さの最高限度

都市計画道路本厚木下津古久線

都市計画道路（地区外）

産業系A-1

農地等

区域内区域外



５ 地区計画の変更

35

産業系地区Ｂ
【北側斜線制限】
隣地境界線までの真北方向の水平
距離に1.25を乗じて得たものに、５ｍ
を加えたもの以下とする。

産業系地区Ｂ

(６)建築物の高さの最高限度

都市計画道路（地区外）

区域内区域外



５ 地区計画の変更

１０ｍ以下

非産業系地区
地盤面から10ｍ以下とする。
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非産業系地区

(６)建築物の高さの最高限度

建築物



５ 地区計画の変更

(７)垣又は柵の構造の制限

・周囲の環境と優れた景観を有する街並みを形成又は
保全するため、垣又は柵の構造について制限を設けま
す。

<全地区共通>
垣や柵(門柱・門扉等を除く。)を設置する場合は、生け垣
や透視可能なフェンスとします。
※現在すでに存する垣又は柵や、

土地区画整理事業に伴い移築する

ものについては、本制限の適用除

外とします。 ０．６ｍまで

37

趣

旨

②建築物等に関する事項



本日の説明内容

１ 地区の概要

２ 都市計画変更の概要

３ 用途地域の変更

４ 土地区画整理事業の変更

５ 地区計画の変更

38

６ 今後の都市計画手続の予定



※本スケジュール案は現時点での予定であり、今後の関係機関との調整状況や事業の進捗
状況等により、変更となる可能性があります。

６ 今後の都市計画手続の予定

意
見
書
受
付
（
２
月
4
日
ま
で
）

都
市
計
画
変
更
の
告
示
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市
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画
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載
）

地
権
者
・
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住
民
の
方
々
へ
の
事
前
説
明
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令和３年
12月



都市計画素案に対する意見書の受付について
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意見書は厚木市役所都市計画課事務室に用意するほか市ホームページ
からダウンロードできます。本日の資料についてもご覧いただけます。

◆受付期間
令和４年１月21日（金）から２月４日（金）まで【必着】

◆提出方法
郵送、持参、メール又はファックス

◆提出できる方
厚木市に住所を有する方
利害関係を有する方 (素案に係る区域の土地に、法律上の権利関係を有する方)

◆提出先

〒243-8511 厚木市中町３丁目17番17号
厚木市 まちづくり計画部 都市計画課（厚木市役所 第二庁舎12階）

電 話 046-225-2400 ＦＡＸ 046-222-8792
E-Mail 4600@city.atsugi.kanagawa.jp

※持参の場合、受付時間は午前８時30分から午後５時15分まで(土・日を除く)

厚木市ホームページにてキーワード検索 ➡ 『 都市計画手続 』




